
様式１

（公益法人用）

【対象決算年度：平成２５年度】

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

改革基本方針 実　　施　　状　　況

実施年月 実施年月

  ○ 平成16年度策定  ：  県関与の廃止

団 体 名
(所在地）

公益財団法人長野県下水道公社
（長野市南長野字幅下６６７－６　長野県土木センター内）

代表者 理事長　和田　恭良 改革基本方針 自立的な運営

設立根拠 整備法 平成３年
県所管部局
(課)

環境部（生活排水課）

設立の沿革 設立目的（寄付行為・定款上）

・

・

・

平成元年、県議会下水道促進・都市問題対
策議員連盟総会で公社設立が要請される。

平成２年、下水道公社設立研究会が開催さ
れる。

平成３年、財団法人長野県下水道公社設
立される。

   県内の下水道事業の円滑かつ効率的な推進及びこれに携わる職員の技術の向上を図
るため、下水道事業の調査、設計及び施工監理、下水道の維持管理、下水道に関する研
修等の事業を実施し、もって下水道の整備促進と適切な維持管理をし、公共用水域の水
質の保全及び県民生活の向上に資する。 平成19年12月

平成20年1月
　　〃　　 3月
　　〃     4月
　　〃
　　〃　　 5月

具体的な事業内容 平成19年度～

平成20年度～

市町村の要請を踏まえ受託業務を見直し、監理・監督業務、
積算業務等に特化
流域下水道維持管理業務を見直し、発注業務は県直接、公
社は民間事業者が行う運転操作の評価・監視業務について
県の業務を補完

・下水道の調査、設計及び施工監理
・下水道の維持管理
・下水道排水設備工事責任技術者試験、更新講習及び登録

水道 関する調査 究等

「下水道公社経営改善計画検討委員会」を設置
「下水道公社将来構想検討会議」を設置
職員育成に係る「アクションプラン実施検討報告書」作成
県派遣職員の縮減H19：28名→H20：23名
本社総務係長へ県派遣職員に替えて、プロパー職員を登用
「下水道公社経営改善計画」を策定

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート

  ○ 平成20年度改訂版  ：  県関与の廃止

  ○ 平成23年度改訂版  ：  県関与の廃止

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成25年度当初

うち県職員

  ○ 平成24年度改訂版  ：  自立的な運営

うち県職員 平成25年4月 公益財団法人へ移行予定

平成25年4月
　　〃　 　10月
平成26年2月

公益財団法人へ移行
「下水道公社新経営計画策定委員会」を設置
「新経営計画策定方針」を理事会に報告

・ 平成25年、公益財団法人へ移行

　　 　　 5月
平成21年3月
    〃　   4月
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃

基本財産（円） 40,000,000
うち県の
出捐額
（円）

県出捐率
（％）

県の業務を補完・下水道に関する調査研究等

事業執行状況を示す主な指標

・建設工事施工監理受託（千円）　　　　　　  H23：     96,281 　H24：    78,845　　H25：    67,724
・流域下水道維持管理業務受託（千円）　　 H23：3,372,090　　H24：2,066,107　　H25：2,130,703
・公共下水道維持管理業務受託（千円）　　 H23：   669,597　 H24：   685,688　  H25：  716,422
・排水設備工事責任技術者試験等（千円）　H23：　    4,355　 H24：　  17,802 　 H25：    14,619

～平成24年度

平成23年度末
平成24年度～

平成27年度

県流域下水道の維持管理について、性能発注等の取組に
より、民間事業者への再委託の範囲を拡大
公社ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員の育成を進め、県職員派遣を廃止
県流域下水道終末処理場のうちの１つの処理場で、試行と
して発注、評価・監視等下水道管理者の業務を県が行い、
その他の業務は民間事業者が行う
全ての流域下水道処理場で、本格的に実施20,000,000 50.0%

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

市町村　20,000,000円　　50.0％

平成24年度

平成26年度末
平成27年度

県流域下水道終末処理場のうちの１つの処理場で、試行と
して発注、評価・監視等下水道管理者の業務を県が行い、
その他の業務は民間事業者が行う
県職員派遣を廃止
全ての流域下水道処理場で本格的に実施

2 2

0

平成22年4月
　　〃
　　〃

平成23年4月
　　〃
　　〃
平成24年4月
　　〃

県派遣職員の縮減H21：20名→H22：14名
係長以上のプロパー職員の登用９名→10名
組織再編（南信を除く3管理事務所で庶務係と管理係の統
合）して、会計（支払い）事務を本社総務課へ集約
県派遣職員の縮減H22：14名→H23：12名
係長以上のプロパー職員の登用10名→11名
組織再編（本社　総務課を経営企画課に改称）
諏訪湖流域下水道にて県直営を試行
県派遣職員の縮減H23：12名→H24：3名

0

下水道公社経営改善計画」を策定
「下水道公社将来構想検討会議」から提言
県派遣職員の縮減H20：23名→H21：20名
本社管理係長へ県派遣職員に替えて、プロパー職員を登用
係長以上のプロパー職員の登用７名→９名
県流域下水道終末処理場のうち３つの処理場について複数
年契約で包括的民間委託を実施
組織再編（本社技術課と管理課を統合し技術管理課に改
称）

役
　
職

年　　　　度 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

役　員　数

常　　　勤 2 2

0 0

非　常　勤 13 13 13 8

2 2 2 2

うち県職員

経営計画等の策定状況

59 2,884 52

情報公開の取組状況

監査等結果

公益事業比率 99.9 (98.0) 正味財産比率 68.4 (69.6)     ・　指導事項等　　  なし

経常比率 102.6 (101.6) 145.5 (165.3) 団体の課題等

　 情報公開規程を制定（H14.4.1）。ホームページを開設し、事業内容、決算、入札情報等を公表している。

平成26年2月
　　〃　　 5月

「新経営計画策定方針」を理事会に報告
「新経営計画の骨子」を理事会で承認

　 市町村の下水道事業の現状(専門技術者の不足、施設の老朽化、厳しい財政状況)を踏まえ、平成26年度までを計画期間としている既存の経営改善計
画を引き継ぐとともに、経営環境の変化に的確に対応し、公益財団法人としての役割を永続的に果たすため、新たな第一歩となる「新経営計画」(平成27
年度～31年度)を策定中である。

   平成24年度財政的援助団体等の監査結果(平成24年11月8日）

職
　
員
　
数

職　員　数

常　　　勤 66 64 50 50

14 12 3 4

非　常　勤 12 7 8 8

常勤職員計 68 66 52 52

非常勤職員計 25 20 21 16

県職員計（非常勤役員除く） 14 12 3 4

役員平均年齢 役員平均年収（千円） 職員平均年齢 職員の平均年収（千円）

(45,408) 運営費

負担金

4,195

0 (0)補助金

＊次表は25年度の状況で、（　）内は24年度 （単位：千円、％）

収
益
等
状
況

経常収益 (A) 2,933,822 (2,849,899)

県

費

受

経常費用 (B) 2,876,764 (2,804,491) 事業費 0 (0)

0 (0)

当期損益 74,579 (45,408) 交付金 0 (0)

経常損益 (A)-(B) 57,058

0 (0)

流動比率 委託料 2,130,703 (2,066,107)
財
務

人件費比率 7.8 (8.8) 89.5 (86.4)

管理費比率 0.1 (2.0) 83.5 (79.3)

2.6 (△31.8) 0.0 (0.0)

0.0 (0.0)

〔県記載欄〕
○　公社は、県内の下水道事業者（市町村等）、とりわけ専門技術職員を十
分配置できない市町村に対し、専門的な立場から技術的支援をする役割を
担っており、より信頼される組織機関となるため、経営力・技術力及び受注
力の向上に取り組んでいるところである。

○　平成24年度から諏訪湖流域下水道維持管理業務の県直営化の試行を
開始したが、27年度からの本格実施に向けて、公社プロパー職員の採用等
により、公社から県へ技術移転をする必要がある。また、流域下水道維持管
理業務の県直営化について、引き続き市町村に説明し理解を得ていく必要
がある。

○  今後、公社にとって市町村公共下水道等の維持管理業務が重要になる
ことから、将来にわたり経営が安定するよう、公社への必要な支援や、市町
村に対し公社活用の促進等を行っていく。

〔団体記載欄〕
○経営に対する課題
　 　 当公社は平成３年に、県内の下水道事業の推進を図るため、県及び市
   町村の出捐により設立された。以来23年間にわたって下水道の幅広い知
   識 ・技術を持った専門家集団として、処理場等の維持管理における管理
   監督業務及び工事の設計・積算・施工監理業務を下水道管理者である県
　 や市町村の代行者として実施している。
　    改革基本方針により、平成27年度から全ての流域下水道が県の直営
　 化となり、今後の公社業務は市町村公共下水道の維持管理業務が主体
　  となる。
　　　 市町村においては専門技術者の確保や施設の老朽化、厳しい財政状
    況等課題があり、現在公社では、平成27年度を初年度とする市町村支
　  援に特化した「新経営計画」の策定を進めている。
　     以上の状況を踏まえ、市町村が下水道管理者業務を補完する公共的
　  機関である公社を活用し、安心・安全な水環境を確保していくことが重要
　  である。

固定比率 貸付金入

状

況

0 (0)

固定長期適合率 出捐金 0 (0)

　 県や市町村が整備し管理する下水道施設は専門技術者の監理監督により整備し、維持管理についても専門技術者による維持管理が下
水道法で定められており、県や市町村では資格者の配置が必要である。
　 したがって、県では専門技術機関として下水道公社を設立し、流域下水道の維持管理を行ってきている。
　 また、中小市町村においては自ら下水道技術者を配置することが困難であることから、専門技術機関である下水道公社に建設整備から
維持管理まで任せ下水道事業の運営を進めている。
　 終末処理場の維持管理業務については、民間委託業務に係る積算や運転操作の監督（運転操作については再委託）、水質管理等、本来
下水道管理者である県や市町村が自ら行わなければならない業務を代行しているため、民間との競合はない。

人件費関係費
用(再掲）

129,733

・
資
産
関
係
指
標

補助金等比率

事業支出伸び率

(149,212)

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

借入金依存率 損失補償年
度末残高

0 (0)



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度

経常増減の部

経常収益 (A) 4,147,769 2,849,899 2,933,822

うち基本財産運用益 140 140 342

うち受取会費

うち事業収益 4,142,323 2,848,441 2,929,468

うち受取補助金等

うち受取国庫補助金

うち受取県補助金

うち受取市町村補助金

経常費用 (B) 4,110,685 2,804,491 2,876,764

うち事業費 4,054,088 2,749,427 2,873,432

うち公益事業費 4,054,088 2,749,427 2,873,432

うち給料手当 315,379 232,553 223,552

うち管理費 56,597 55,047 3,332

うち役員報酬 6,022 6,022 231

うち給料手当 7,137 8,010 1,514

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) 37,084 45,408 57,058

経常外増減の部
経常外収益 (D) 12,415 0 18,021

経常外費用 (E) 0 0 500

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 12,415 0 17,521

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) 49,499 45,408 74,579

一般正味財産期首残高 (H) 1,259,641 1,309,140 1,354,548

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 1,309,140 1,354,548 1,429,127

受取補助金等
うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 40,000 40,000 40,000

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 40,000 40,000 40,000

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) 49,499 45,408 74,579

正味財産期首残高 (N) 1,299,641 1,349,140 1,394,548

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 1,349,140 1,394,548 1,469,127

②　貸借対照表
平成23年度 平成24年度 平成25年度

流動資産 923,675 798,278 832,636

うち現金預金 738,769 612,734 634,648

固定資産 1,164,996 1,205,328 1,314,978

基本財産 40,000 40,000 40,000

うち土地

うち投資有価証券

特定財産 1,018,573 1,062,462 1,155,746

うち退職給与引当資産 134,012 126,034 106,040

うち減価償却引当資産 46,376 50,405 53,878

その他の固定資産 106,423 102,866 119,232

資産合計 2,088,671 2,003,606 2,147,614

流動負債 605,519 483,024 572,447

うち短期借入金

うち未払金 593,434 473,483 563,224

固定負債 134,012 126,034 106,040

うち長期借入金

うち退職給与引当金 134,012 126,034 106,040

負債合計 739,531 609,058 678,487

指定正味財産 40,000 40,000 40,000

うち基本財産への充当額 40,000 40,000 40,000

うち特定資産への充当額

一般正味財産 1,309,140 1,354,548 1,429,127

うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額 884,561 936,428 1,049,706

正味財産合計 1,349,140 1,394,548 1,469,127

負債及び正味財産合計 2,088,671 2,003,606 2,147,614

正
味
財
産

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：公益財団法人　長野県下水道公社
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